
2011年 9月 8日人権ワークショップ「サプライチェーンと人権の関わり」 

※アンケートからの抜粋は語尾を統一しています 

人権ワークショップ「サプライチェーンと人権ワークショップ「サプライチェーンと人権ワークショップ「サプライチェーンと人権ワークショップ「サプライチェーンと人権人権人権人権の関わり」の関わり」の関わり」の関わり」    

 

■日時：2011年 9月 8日（木）13時～18時 

■場所：特定非営利活動法人アイ・エス・エル 千代田区紀尾井町 4-1 新紀尾井町ビル 5F   

■プログラム： 

基調講演「日本と世界の人権のずれ －日本の取り組むべき人権－ 」 

              （財）アジア・太平洋人権情報センター所長 白石 理 氏 

 講演「企業のバリューチェーンで直面する人権の問題」寺中 誠 氏 

 講演「ラギー・フレームワーク、ISO26000と人権」当フォーラム代表理事 後藤 敏彦 

（グループ・ワーク）「サプライチェーンに潜む人権 ～あなたの企業は大丈夫？～」 

 

9 月 8 日の人権ワークショップを受けて、CSR 活動全般や人権課題に今後、取り組む上で

お役立ていただくものとして、ワークショップの内容をデータ化いたしました。 

また下記は、当日のフィードバックとして講師コメントならびにアンケートの抜粋を掲載

したものです。ご確認いただけましたら幸いです。 

 

ゲストコメント 

ワークショップでは現場レベルで自社のバリューチェーンにおける人権課題が挙げられた 

→執行レベル（経営層）のベクトルで人権課題を捉えるのもひとつの方法、その方向から

見たら投資ガイドラインの策定なども取組として挙げられたのではないか  

また、MDGs が解決すべきものとして挙げている課題から自社のオペレーションを結びつ

けるのもひとつの方法ではないか 

 

アンケートより 

ワークショップで得た成果 

・ 1部門だけで取り組んでいては世界に追いついていかないことがわかった 

・ まだ考え方が日本式の人権であってグローバルスタンダードの考えになっていないこ

とが分かった 

・ 人権に対する意識改革の必要性を改めて感じた。とはいえ、「人権」の範囲は広く、優

先順位づけ、フォーカスが必要ということ 

・ ISO26000は、ガイドラインゆえに、見識が試される 

・ 各部門と人権テーマの話し込みを行っていく切り口を得られた 

・ 国際感覚のずれと遅れがわかった 

・ 日本では人権問題＝差別だが、海外では生命の安全などもっとベーシックなことを考え

ねばならないことがよくわかった 



2011年 9月 8日人権ワークショップ「サプライチェーンと人権の関わり」 

※アンケートからの抜粋は語尾を統一しています 

・ 先端的な事例を詳しく聞く機会をいただいた 

 

自社が人権課題に取り組む時、どのような体制を整え、何に着手するか 

・ グローバルビジネスの展開には、国際潮流をキャッチし、事業プロセスに落とし込むこ

とが大切 

・ 方針、教育、デューディリ、内部統制 

・ グローバルに議論を展開し、グローバルスタンダードに基づく体制と感性の構築 

・ 海外の調達における現地メーカーの人権問題の発掘 

・ 組織内で連携して推進していかなければならないため、他部門に理解を求めるところか

ら着手 

・ 海外サプライチェーンの CSR調達 

・ ISO26000の活用から。ガイドラインであることの難しさを考えつつ取り組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サステナビリティ日本フォーラム事務局 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

〒108-0071 東京都港区白金台 3-19-6 白金台ビル 5階 

TEL：03-5423-0295 FAX：03-5423-6921 

Mail:info@sustainability-fj.org 



◆食品グループ

2011年9月8日人権ワークショップ「サプライチェーンと企業の関わり」グループ・ワーク

(c) Sustainability Forum Japan

研究開発 生産 物流調達バリューチェーン

ステークホルダー

人
権
課
題

取
　
組

販売

原料・エネルギー
サプライヤー
包材

商社

原材料メーカー
（国内・外）

包材メーカー
（国内・外）

電力会社
ガス

地域社会

MDGs
をヒントに
考える！

従業員
（国内・外）

自社工場
（国内・外）

関係会社
（国内・外）

運送会社
消費者

卸店
販売店

営業マン
（従業員）

小売業
・スーパー
・コンビニ
・ドラックストア

消費者
消費者団体

リサイクル業者
廃棄業者

リサイクル業者
の労働環境

従業員
（子会社、G会社）

NGO
NPO
地域社会

下請会社
（外国人）

方針 評価 追跡 対処 救済 コミュニ
ケーション

組織への
統合

環境問題

環境問題

遺伝子資源
の分配

児童労働
（カカオマメ）

強制労働

低賃金

低賃金

プランテーション
化による先住民族
への影響（生活悪化）

エネルギー会社
・エネルギー資源調達
・原発
・情報開示

（動物実験）

外部研究
機関

従業員

消費者

地域社会

行政

販売店

情報開示
リサイクル
廃棄

→企業
→消費者

外食
加工食品メーカー

学校（給食）

 生産者
（農・牧・水）
　　　↑
・カツオブシ
・キャッサバ
・サトウキビ
・コーンスターチ
・カカオマメ
　（ガーナ）
・牛乳
　（国内）

委託工場
（国内・外）

各行政
（国）

世界で大きな問題
となっている
人権課題もCheck！

児童労働
労働環境
低賃金 地域住民の

健康被害

ワーキング
プアーの問題

農村・過疎地の
人が必要なもの
が購入できない

高齢者への
アクセサビリティ
（デジタルデバイド）

バリューチェーンで
グローバルに通用
するもの

※部門ごとに関わる
ステークホルダー
の声を反映

社外
第三者的な社会
セクターとの対話
から課題を抽出

①把握する
　　↓社内　
バリューチェーンで
プロセスに関わる
部門からの情報

必要性を
理解してもらう

経営責任者が
コミットする
方針＋原則＋
実行手順

業務評価に
組み込んでいく

PDCAを
回していく

NPOとの協働
（コミュニティ
との協働）

リソースを
使った組織への統合
ソーシャルビジネス
女性の地位向上

宗教的・習慣
の違いによる
人権問題

宗教的・習慣
への配慮をする

＝多様性への配慮 <実例>
ガーナにおける
栄養改善プロジェクト
（離乳期の子ども

　　　の栄養改善）

<実例>
世界カカオ財団を
通じたカカオ生産国

とのパートナーシップ

未成年者が
教育を受ける
環境を整備

高齢者が
QOLを上げる
方法を検討

CSRレポート
WEBでの情報
開示

優先的
地位の濫用



◆電機（1）グループ
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R&D 生産調達バリューチェーン

ステークホルダー

人
権
課
題

取
　
組

廃棄

物流

販売

ワークライフ
バランス

研究者の
安全性
健康

周辺地域
への環境
（健康）

共同研究者
の自由な時間

昇進の平等

安全性の確保

マスク・
シャワー等

研究者

助手

装置業者

社員 社員

家族

請負

外国人

環境NGO

周辺
住民

社員

メーカー

代理店

電気
ガスex

顧客顧客

再生
メーカー

産廃業者共同
研究先

物流業者の
従業員
exトラック

理想の働き方
↓
小冊子など

災害時の
地域とのシェア

仕入元の
把握
↓
川上まで

発言の自由

性別による
事務内容の差

家族との
時間

外国人
労働条件

工場周辺の
安全と健康

請負
労働条件

同－労働
同－賃金

子ども転校

社員の
危険作業

賃金制度の
透明性

汚染したとき
の対策

昇進の
平等

研究所が
事故　周辺住民

代理店

使用物質の
開示
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R&D 調達 製造 物流設計バリューチェーン

ステークホルダー

人
権
課
題

取
　
組

大学
研究所

政府
（政策）

営業担当者
財務担当者 サプライヤー

サプライヤー
の非正規社員

地域住民正規社員

非正規社員

従業員投資家

住環境
への配慮

デジタル
デバイド

不当な雇用
不当な処遇

障害者
高齢者

劣悪な
労働条件

環境破壊

生命の安全

代替材料
部品の開発

ユニバーサル
デザイン

社員教育

トレンド
キャッチ

調達方針

主要な人権
NGOとの対話

追跡調査

人権・社会
アセスメント

安全テスト
ストレステスト
検品

内部
通報制度

お客様
相談センター

表現
チェック

サプライヤー
教育

サプライヤー
監査

ハラスメント

児童労働
先住民
権利侵害

表現

NGO

自治体

顧客

内部統制
の統合

環境方針

人権方針

教育

対話

監査

移民出稼ぎ
労働者に対する
不当労働

人権抑圧国家
地域への販売
（加担？）

広告・宣伝

販売



（組合結成）

◆衣料グループ
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デザイン 生地紡績 染色原料
バリューチェーン

ステークホルダー

人
権
課
題

取
　
組

裁断 縫製

一部商社

動物

水
地域住民

工場労働者 認証人 地域住民 社員 社員 お客様

健康被害

給与

健康被害 労働安全

雇用形態

異動

賃金格差 福利厚生

能力開発
監査

調達ガイド
ライン

全般
コミュニケーション

ブルーサイン
認証取得

フェアレザー
アソシエーション

方針 作っている
人の人権

(深夜）
 残業

環境汚染

（賃金保障）

（就業条件）

×児童労働
働くこども

パタゴニア
　70％

デザイナー
（委託）

オーガニック
コットンの影
　　　児童

　小売
　30％

（廃棄）インド アメリカ 中国 タイ


